
流域治水と特定都市河川について

令和６年１２月２５日

日下川流域水害対策協議会

資料１第１回 日下川流域水害対策協議会資料



「流域治水」の基本的な考え方
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被害対象を減少させるための対策
・より災害リスクの低い地域への居住の誘導
・水災害リスクの高いエリアにおける建築物構造
の工夫

被害の軽減・早期復旧・復興のための
対策
・水災害リスク情報空白地帯の解消
・中高頻度の外力規模（例えば、1/10,1/30など）の浸水
想定、河川整備完了後などの場合の浸水ハ
ザード情報の提供

○ 気候変動による災害の激甚化・頻発化を踏まえ、河川管理者が主体となって行う河川整備等の事前防災
対策を加速化させることに加え、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う、「流域治水」への転換を推進
し、総合的かつ多層的な対策を行う。

堤防整備等の氾濫をできるだけ防ぐた
めの対策

・堤防整備、河道掘削や引堤
・ダムや遊水地等の整備
・雨水幹線や地下貯留施設の整備
・利水ダム等の洪水調節機能の強化

加えて

まず、対策の加速化

流域治水：流域全体で行う総合的かつ多層的な水災害対策



仁淀川における「流域治水」の目標と３方策
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3方策が連携・補完しあうことで、流域全体で総合的に治水力アップ

河川での対策（堤防をつくる、
強化する、川底を掘る）
上流域で雨を貯める
土砂の流出を抑える 等

建物の複数階化・構造強化
病院・福祉施設のベッドを2階以上へ 等

安全な避難場所の確保
早く逃げるための情報提供
避難路浸水の防止 等

⇒どんな洪水が発生しても「犠牲者ゼロ」となる状態を目指す！



「総合治水」から「水防災意識社会」さらに「流域治水」へ
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改正特定都市河川浸水被害対策法の概要（令和3年11月全面施行）
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下水道整備

排水ポンプの
運転調整

移転等の促進
（まちづくりとの連携）

保全調整池
の指定

貯留機能保全区域
の指定

校庭貯留

河川管理者による
雨水貯留浸透施設の整

備

宅地内排水設備に
貯留浸透機能を付加

雨水浸透阻害
行為の許可

浸水被害防止区域
の指定

浸水被害防止区域
の指定

河川整備

公園貯留

雨水貯留浸透施設
整備計画の認定

他の地方公共団体の負担

○ 浸水被害対策の総合的な推進のための流域水害対策計画（河川管理者、下水道管理者、都道府県知事、
市町村長が共同）の策定、河川管理者等による施設整備の加速化、地方公共団体や民間事業者等による
雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出を抑制するための規制、水害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづ
くり等、流域一体となった浸水被害の防止のための対策を推進

※赤字は令和３年法改正により新たに追加された事項



特定都市河川の指定等の状況
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特定都市河川は、全国で27水系347河川が指定されている。
（下図：令和6年11月8日時点）

国土交通省WEBサイトより



特定都市河川指定から対策実施までの流れ
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○ 特定都市河川・流域では、河川整備の加速化とともに雨水の流出抑制や水害リスクを踏まえたまちづくり・住ま
い方の工夫等の対策を推進。

○ そのために、①３つの要件を満たす河川を特定都市河川として指定後、②流域の関係者で構成する「流域水
害対策協議会」を設置し、③浸水被害防止の対策等をまとめた「流域水害対策計画」を策定。

②
流
域
水
害
対
策
協
議
会

設
置

③
流
域
水
害
対
策
計
画

策
定

■特定都市河川指定から対策実施までの流れ

①
特
定
都
市
河
川

指
定

【河川整備】
・河道掘削
・遊水地の整備
・排水機場の整備
・輪中堤の整備

【下水道整備】

【流出抑制対策】
・雨水浸透阻害行為の許可
・雨水貯留浸透施設の整備
・田んぼダムの取組
・ため池の活用

【保全調整池の指定】

【浸水被害防止区域の指定】

【貯留機能保全区域の指定】

など

要件１ 都市部を流れる河川

要件２ 著しい浸水被害が発生し、又はそのおそれ

要件３ 河道又は洪水調節ダムの整備による浸水被
害の防止が市街化の進展又は当該河川が接
続する河川の状況若しくは当該都市部を流
れる河川の周辺の地形その他の自然的条件
の特殊性により困難

以下の要件１～３のすべてに該当

特定都市河川の指定要件 浸水被害防止の対策

浸
水
被
害
防
止
に
向
け
て
対
策
を
実
施

R6.12.3 R6.12.25



特定都市河川の指定 国土交通省告示第１３１６号（日下川等１３河川）
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岸
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右
岸
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岡
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令和6年12月3日 官 報 第1316号
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。



流域水害対策計画の拡充、協議会制度の創設
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気候変動による降雨量の増加を勘案し、特定都市河川流域における関係者一体となった水害対策を一層
促進するため、「流域水害対策計画」の内容を見直し、流域の事業者や住民に密接に関連する事項を位置付け
るとともに、計画の効果的な実施・運用体制の構築が必要。

【改正概要】
〇 「流域水害対策計画」に雨水貯留浸透対策の強化（公共団体・民間による対策や緑地保全等）、浸水エリアと

その土地利用等を新たに位置付け

〇 見直し後の「流域水害対策計画」の効果的な実施・運用に当たり、流域関係者が参画する「流域水害対策協
議会」制度を創設

【流域水害対策協議会のイメージ】

国土交通大臣指定河川：設置必須

市町村長

河川管理者

下水道管理者

都道府県
知事

接続河川の
河川管理者

学識経験者

民間事業者等
※計画策定主体が必要と認める場合

：流域水害対策計画策定主体

（協議事項の例）

・流域水害対策計画の作成に関する協議

・計画の実施に係る連絡調整

（協議会設置）

構成員は協議結果を尊重

（構成員）
・流域水害対策計画策定主体

・接続河川の河川管理者
・学識経験者その他の計画策定主体が必要と
認める者

住民（地域の防災
リーダー等）

※計画策定主体が必要と認める場合

※計画策定主体が必要と認める場合



特定都市河川の指定と流域水害対策

9

貯留機能保全区域の指定

保全調整池の指定

浸水被害防止区域の指定

雨水浸透阻害行為の許可

雨水貯留浸透施設の整備

流域水害対策協議会の設置
流域水害対策計画の策定

洪水・雨水を一時的に貯留する機能を有する農
地等を指定し、機能を阻害する盛土等の行為に
対し、事前届出を義務付けることができる

• 指定権者：都道府県知事等
• 盛土等の行為の事前届出を義務化
• 届出内容に対し、必要に応じて助言・勧告

浸水被害が頻発し、住民等の生命・身体に著し
い危害が生じるおそれのある土地を指定し、開
発規制や居住誘導・住まい方の工夫等の措置を
講じることができる

• 指定権者：都道府県知事等
• 都市計画法上の開発の原則禁止（自己用住宅除く）

• 住宅・要配慮者施設等の開発・建築行為を許
可制とすることで安全性を確保

流域で雨水を貯留・浸透させ、水害リスクを
減らすため、公共に加え、民間による雨水
貯留浸透施設の設置を促進する
①雨水貯留浸透施設整備計画の認定

都道府県知事等が認定することで、補助
金の拡充、税制優遇、公共による管理がで
きる制度等を創設

• 対象：民間事業者等
• 規模要件：≧30m3（条例で0.1-30m3の

間で基準緩和が可能）

特定都市河川の指定

流域水害対策協議会の設置

計画策定・対策等の検討

流域水害対策計画 策定

洪水・雨水出水により想定される浸
水被害に対し、概ね20-30年の間に

実施する取組を定める

②国有財産の活用制度
国有地の無償貸与又は譲与ができる

• 対象：地方公共団体

田畑等の土地が開発され、雨水が地下
に浸透せず河川に直接流出することに
より水害リスクが高まることがないよう、
一定規模以上の開発について、貯留・
浸透対策を義務付ける

• 対象：公共・民間による1,000m2※
以上の雨水浸透阻害行為

※条例で基準強化が可能

100m3以上の防災調整池を保全調整池
として指定し、機能を阻害する埋立等の
行為に対し、事前届出を義務付けること
ができる

居住誘導・住まい方の工夫のイメージ

• 指定権者：都道府県知事等
• 埋立等の行為の事前届出を義務化
• 届出内容に対し、必要に応じて助

言・勧告

雨水貯留浸透施設の例

洪水・雨水の貯留機能を有する土地のイメージ
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★特定都市河川制度（法制度）は、令和３年度に「流域治水」の実践に向けてリニューアル。

○各分野横断的な計画の策定 ・ 意思決定プロセスの明確化
・ 「流域水害対策協議会」を設置し、 河川管理者・下水道管理者・都道府県・市町村など流域関係者が参画
・ 河川、下水道、まちづくり、農林業など、各分野横断的な流域対策を検討し、「流域水害対策計画」を策定
・ 協議会での議論を通じて、浸水被害防止対策の意思決定プロセスが明確化

○河川整備の加速化
・ 特定都市河川流域における対策を推進するため、河川整備の予算措置において一定の配慮 （重点化）

○流域対策における予算補助・税制上の特例措置等
①予算補助 （特定都市河川浸水被害対策推進事業）

・ 流域水害対策計画の策定に要する調査・検討費用
・ 地公体や民間事業者等による雨水貯留浸透施設の整備
・ 二線堤の整備（貯留機能保全区域・浸水被害防止区域）

・ 排水施設の整備（貯留機能保全区域）

・ 宅地嵩上げ等又は家屋移転（貯留機能保全区域・浸水被害防止区域）

②税制上の特例措置
・ 固定資産税の減免（雨水貯留浸透施設）

・ 固定資産税・都市計画税の減免（貯留機能保全区域内の土地）

③その他
・ 国有地の無償貸付・譲与（雨水貯留浸透施設）

■雨水貯留浸透施設整備の支援


